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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】プラズマ・イオン・エネルギーおよびプラズマ
密度に対する所望の独立した制御ができるプラズマ処理
装置を提供する。
【解決手段】真空チャンバ１０にガスを結合するための
ポート、真空チャンバ１０内のガスに電界を印加するた
めの第１の電極１８、第１の電極１８から間隔を隔てた
ＤＣ基準電位にある第２の電極２６を有し、電極１８，
２６間の体積を含む領域でガスをプラズマに励起させる
ようになされた真空チャンバ１０と、第１の電極１８に
異なる周波数を有する電界を同時に前記プラズマに供給
させるための回路７０とを備えたプラズマ処理装置であ
って、真空チャンバ１０が、前記異なる周波数の電力に
前記領域を通る実質的に異なる経路を取らせるようにな
された構造を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）チャンバにガスを結合するためのポート、（ｂ）前記チャンバ内のガスに電界を
印加するための第１の電極、および（ｃ）ＤＣ基準電位にある、前記第１の電極から間隔
を隔てた第２の電極を有し、前記電極間の体積を含む領域で前記ガスをプラズマに励起さ
せるようになされた真空チャンバと、前記第１の電極に異なる周波数を有する電界を同時
に前記プラズマに供給させるための回路とを備えたプラズマ処理装置であって、前記チャ
ンバが、前記異なる周波数の電力に前記領域を通る実質的に異なる経路を取らせるように
なされた構造を備えたプラズマ処理装置。
【請求項２】
　前記チャンバ構造が、第１の周波数の電力のうちの実質的な割合の電力を前記第１の電
極と第２の電極の間に結合し、かつ、第２の周波数の電力のうちの実質的な割合の電力の
前記第１の電極と第２の電極の間への結合を阻止するようになされた、請求項１に記載の
プラズマ処理装置。
【請求項３】
　前記第１の周波数が主として前記プラズマのイオン・エネルギーを制御し、前記第２の
周波数が主として前記プラズマのイオン密度を制御する、請求項２に記載のプラズマ処理
装置。
【請求項４】
　前記第１および第２の周波数がそれぞれ約２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚである、請求項３
に記載のプラズマ処理装置。
【請求項５】
　前記チャンバ構造が、前記第１の周波数の電力のうちの実質的な割合の電力を前記第１
の電極と第２の電極の間に結合し、かつ、前記第２の周波数の電力のうちの実質的な割合
の電力の前記第１の電極と第２の電極の間への結合を阻止するようになされた、請求項２
に記載のプラズマ処理装置。
【請求項６】
　前記チャンバ構造が、前記領域の外側に、電流を前記第２の電極から基準電位の端子に
結合するようになされ、かつ、実質的にＤＣ基準電位にある、前記第１の周波数における
インピーダンスが前記第２の周波数におけるインピーダンスより実質的に小さくなるよう
、前記第１の周波数における電気的長さが前記第２の周波数における電気的長さより実質
的に短い経路を有する分散パラメータ・フィルタ構造を備えた、請求項５に記載のプラズ
マ処理装置。
【請求項７】
　前記領域の外側の前記経路の前記第１の周波数における前記電気的長さが、前記第１の
周波数の波長の数分の一の長さであり、前記領域の外側の前記経路の前記第２の周波数に
おける前記電気的長さが、概ね前記第２の周波数の波長の長さである、請求項６に記載の
プラズマ処理装置。
【請求項８】
　前記領域の外側の前記経路が、前記第１の周波数における前記経路の誘導性インピーダ
ンスが前記第２の周波数における前記経路の誘導性インピーダンスより概ね１桁小さくな
る構造を有する、請求項６に記載のプラズマ処理装置。
【請求項９】
　前記分散パラメータ・フィルタ構造が、さらに、前記第２の周波数が前記領域を通って
、実質的にＤＣ基準電位にあり、かつ、実質的に前記第２の電極よりも前記第１の電極の
方に近い前記経路の延長部分まで通過するようになされた、請求項６に記載のプラズマ処
理装置。
【請求項１０】
　前記延長部分が、前記第１の電極の周辺部分を越えた領域を含み、前記第１の電極から
前記周辺部分を越えた前記領域までの電気結合が、前記第２の周波数が前記領域中を、前
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記第１の周波数が前記領域中を通過する範囲より広い範囲まで通過するようになされた、
請求項９に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１１】
　前記延長部分が、誘電体によって前記第１の電極と間隔を隔てた、請求項１０に記載の
プラズマ処理装置。
【請求項１２】
　前記チャンバ構造が、実質的にＤＣ基準電位の延長構造を備え、前記第１および第２の
電極および前記延長構造が、前記第１の電極に印加される第１の周波数の電力のうちの実
質的な割合の電力を前記延長構造に結合せず、前記第１の電極に印加される第２の周波数
の電力のうちの実質的な割合の電力を前記延長構造に結合するようになされた、請求項２
に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１３】
　前記第１および第２の電極および前記延長構造が、前記第１の周波数の電力のうちの実
質的な割合の電力を前記第２の電極に結合するようになされた、請求項１２に記載のプラ
ズマ処理装置。
【請求項１４】
　前記延長構造が、実質的に前記第２の電極よりも前記第１の電極の方に近い、請求項１
２に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１５】
　前記延長構造が、前記第１の電極の周辺部分を越えた領域を含み、前記第１の電極から
前記周辺部分を越えた前記領域までの電気結合が、前記第２の周波数が前記領域中を、前
記第１の周波数が前記領域中を通過する範囲より広い範囲まで通過するようになされた、
請求項１２に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１６】
　前記延長構造が、誘電体によって前記第１の電極と間隔を隔てた、請求項１２に記載の
プラズマ処理装置。
【請求項１７】
　前記チャンバ構造が、前記プラズマを実質的に前記領域に閉じ込めるための構造を備え
た、請求項１に記載のプラズマ処理装置。
【請求項１８】
　前記領域が前記第１の電極の周辺部分を超えた体積まで延びた、請求項１７に記載のプ
ラズマ処理装置。
【請求項１９】
　前記第１の電極の前記周辺部分を越えた前記体積が（ａ）変位電流の流れを可能にし、
かつ、実質的なＤＣ電流の流れを阻止する材料と、（ｂ）前記材料の周辺部分を越えた実
質的に基準電位の表面からなる、請求項１８に記載のプラズマ処理装置。
【請求項２０】
　前記材料が真性半導体からなる、請求項１９に記載のプラズマ処理装置。
【請求項２１】
　前記プラズマを閉じ込めるための前記構造が、前記体積内のガスの前記領域の外側の前
記チャンバ部分への流れを可能にするようになされた複数のルーバを備えた、請求項１９
に記載のプラズマ処理装置。
【請求項２２】
　前記ルーバおよび前記ルーバ間の空間が、前記第２の電極から基準電位への変位電流の
流れを可能にし、かつ、実質的なＤＣ電流の流れを阻止するようになされた材料でできた
、請求項２１に記載のプラズマ処理装置。
【請求項２３】
　前記領域内の前記プラズマの圧力を制御するためのコントローラをさらに備えた、請求
項２２に記載のプラズマ処理装置。
【請求項２４】
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　前記領域が前記第１の電極の周辺部分を超えた体積まで延びた、請求項１に記載のプラ
ズマ処理装置。
【請求項２５】
　前記第１の電極の前記周辺部分を越えた前記体積が（ａ）前記第１および第２の周波数
の変位電流の流れを可能にし、かつ、実質的なＤＣ電流の流れを阻止する材料と、（ｂ）
前記材料の周辺部分を越えた基準電位の表面からなる、請求項２４に記載のプラズマ処理
装置。
【請求項２６】
　第１の電極を有するプラズマ処理装置を動作させる方法であって、第１および第２の周
波数の電力を前記第１の電極に同時に供給するステップと、前記電極に供給される前記第
１および第２の周波数の電力と前記第１の電極近傍のプラズマとの間の相互作用に応じて
前記第１の電極にＤＣバイアス電圧を確立するステップと、いずれか一方の前記周波数の
電力に関連するパラメータをもう一方の前記周波数の電力に関連するパラメータに対して
変更することによって前記ＤＣバイアス電圧の値を制御するステップとを含む方法。
【請求項２７】
　いずれか一方の前記周波数の電力に関連する前記パラメータが、前記第１の電極に印加
される前記第１の周波数の電力量であり、前記第２の周波数の電力に関連する前記パラメ
ータが前記第２の周波数の電力量である、請求項２６に記載の方法。
【請求項２８】
　前記第１の周波数が主として前記プラズマのイオン・エネルギーを制御し、前記第２の
周波数が主として前記プラズマのイオン密度を制御する、請求項２７に記載の方法。
【請求項２９】
　前記第１および第２の周波数がそれぞれ約２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚである、請求項２
８に記載の方法。
【請求項３０】
　前記処理装置が第２の電極を備え、前記第１および第２の周波数の電力を、前記第１の
電極と第２の電極の間の体積を含む領域に実質的に拘束するステップと、前記第１の電極
に印加される前記第１および第２の周波数の電力のうちの実質的な割合の電力に前記領域
内の実質的に異なる経路を持たせるステップとをさらに含む、請求項２７に記載の方法。
【請求項３１】
　前記第１の周波数の前記経路が前記第１および第２の電極を含み、前記第２の周波数の
前記経路が前記第２の電極を含まない、請求項３０に記載の方法。
【請求項３２】
　前記処理装置が、前記第２の電極のＤＣ電位と実質的に同じＤＣ電位の、前記第２の電
極よりも前記第１の電極の方に近い延長部分を備え、前記第２の周波数の前記経路が前記
第１の電極および前記延長部分を含む、請求項３１に記載の方法。
【請求項３３】
　前記プラズマを前記領域に閉じ込めるステップをさらに含む、請求項３０に記載の方法
。
【請求項３４】
　前記領域内のプラズマの圧力を制御するステップをさらに含む、請求項３３に記載の方
法。
【請求項３５】
　処理チャンバ内の第１の電極と、第１および第２の周波数の電力を前記第１の電極に同
時に供給するための回路とを備えたプラズマ処理装置であって、前記電極に供給される前
記第１および第２の周波数の電力と前記電極近傍のプラズマとの間の相互作用に応じて前
記第１の電極にＤＣバイアス電圧が確立され、前記チャンバおよび前記第１と第２の周波
数が、前記第１の周波数の電力に関連するパラメータを前記第２の周波数の電力に関連す
るパラメータに対して変更することによって前記ＤＣバイアス電圧が制御可能に変化する
ようになされたプラズマ処理装置。
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【請求項３６】
　前記第１の周波数の電力に関連する前記パラメータが前記第１の周波数の電力量であり
、前記第２の周波数の電力に関連する前記パラメータが前記第２の周波数の電力量である
、請求項３５に記載のプラズマ処理装置。
【請求項３７】
　前記第１の周波数が主として前記プラズマのイオン・エネルギーを制御し、前記第２の
周波数が主として前記プラズマのイオン密度を制御する、請求項３６に記載のプラズマ処
理装置。
【請求項３８】
　前記第１および第２の周波数がそれぞれ約２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚである、請求項３
７に記載のプラズマ処理装置。
【請求項３９】
　前記チャンバが第２の電極を備え、かつ、前記第１および第２の周波数の電力を、前記
第１の電極と第２の電極の間の体積を含む領域に実質的に拘束し、前記第１の電極に印加
される前記第１および第２の周波数の電力のうちの実質的な割合の電力に前記領域内の実
質的に異なる経路を持たせるようになされた、請求項３６に記載のプラズマ処理装置。
【請求項４０】
　前記チャンバが（ａ）前記第２の電極のＤＣ電圧と実質的に同じＤＣ電圧になるように
なされた延長部分を備え、かつ、（ｂ）前記第２の周波数の前記経路に前記延長部分を含
めるようになされた、請求項３９に記載のプラズマ処理装置。
【請求項４１】
　前記チャンバが、前記プラズマを前記体積を含む領域に閉じ込めるための構造を備えた
、請求項３９に記載のプラズマ処理装置。
【請求項４２】
　前記チャンバが、前記領域内のプラズマの圧力を制御するためのコントローラを備えた
、請求項４１に記載のプラズマ処理装置。
【請求項４３】
　前記延長部分が（ａ）第２の電極よりも前記第１の電極の方に近く、かつ、（ｂ）前記
第１の電極の周辺部分を越えた、請求項４０に記載のプラズマ処理装置。
【請求項４４】
　前記第１の電極と前記延長部分が、変位電流の流れを可能にし、かつ、実質的なＤＣ電
流の流れを阻止する材料で互いに間隔を隔てた、請求項４３に記載のプラズマ処理装置。
【請求項４５】
　前記材料が真性半導体からなる、請求項４４に記載のプラズマ処理装置。
【請求項４６】
　前記プラズマを閉じ込めるための前記構造が、前記領域内のイオン化されていないガス
の前記領域の外側の前記チャンバ部分への流れを可能にするようになされた複数のルーバ
を備えた、請求項４１に記載のプラズマ処理装置。
【請求項４７】
　前記ルーバおよび前記ルーバ間の空間が、前記第２の電極から基準電位への変位電流の
流れを可能にし、かつ、実質的なＤＣ電流の流れを阻止するようになされた材料でできた
、請求項４６に記載のプラズマ処理装置。
【請求項４８】
　ＤＣ基準電位の導電壁を有する真空チャンバを備えた、ワークピースを処理するための
プラズマ処理装置であって、前記導電壁が前記チャンバの縦軸と同軸の内部円形周囲を有
し、前記チャンバが（ａ）円形ワークピース・ホルダを備えた第１の円形電極（第１の電
極およびワークピース・ホルダは、前記チャンバの縦軸と同軸である）と、（ｂ）前記チ
ャンバ内でガスをプラズマに変換するための入口を備えた、前記チャンバの縦軸と同軸の
第２の円形電極と、（ｃ）前記プラズマを前記電極間の体積を含む領域に閉じ込め、かつ
、前記領域から外側に向かうガスの流れを可能にするための構造であって、前記プラズマ
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の前記導電壁への入射を実質的に阻止するようになされた構造と、（ｄ）前記領域から外
側に向かって流れるガスのための出口とを備え、前記領域の下部境界が（ｉ）前記第１の
電極と、（ｉｉ）前記チャンバの縦軸と同軸のリングと、（ｉｉｉ）実質的にＤＣ基準電
位の、前記チャンバの縦軸と同軸の環状表面とを含み、前記リングが、前記第１の電極と
前記環状表面の間に挿入され、かつ、ＲＦ変位電流の流入を可能にし、実質的な伝導電流
の流入を阻止する材料でできているプラズマ処理装置であって、複数の周波数の電力を同
時に前記第１の電極に供給するための回路をさらに備え、前記導電壁が前記第２の電極お
よび前記環状表面に導電接続され、かつ、比較的小さいインピーダンスを第１の周波数に
提供し、一方、比較的大きいインピーダンスを第２の周波数に提供するよう、前記第２の
電極と前記環状表面の間に一定の長さおよび電気インダクタンスを有し、前記第２の周波
数が実質的に前記第１の周波数より高いプラズマ処理装置。
【請求項４９】
　前記環状表面が導電部材を覆っている誘電体である、請求項４８に記載の処理装置。
【請求項５０】
　前記リングが真性半導体からなる、請求項４９に記載の処理装置。
【請求項５１】
　前記プラズマを閉じ込めるための前記構造が、前記チャンバの縦軸と同軸の内部周囲表
面を有する、間隔を隔てた複数のプラズマ閉込めリングを備え、前記第２の電極が前記領
域の上部境界を形成している表面を有し、前記プラズマ閉込めリングの各々の前記内部周
囲表面が、前記上部境界領域を形成している前記第２の電極の前記表面の周囲と実質的に
整列し、前記環状表面が、前記プラズマ閉込めリングの前記内部周囲表面と整列した円の
少なくとも円周まで延びた、請求項５０に記載の処理装置。
【請求項５２】
　前記間隔を隔てた複数のプラズマ閉込めリングが誘電体からなる、請求項５１に記載の
処理装置。
【請求項５３】
　前記第１の周波数が主として前記プラズマのイオン・エネルギーを制御し、前記第２の
周波数が主として前記プラズマのイオン密度を制御する、請求項５２に記載のプラズマ処
理装置。
【請求項５４】
　前記第１および第２の周波数がそれぞれ約２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚである、請求項５
３に記載のプラズマ処理装置。
【請求項５５】
　前記プラズマ閉込めリングの位置を変更し、それにより前記領域内の前記プラズマの圧
力を変化させるためのコントローラをさらに備えた、請求項５１に記載の処理装置。
【請求項５６】
　前記チャンバおよび前記第１と第２の周波数が、一方の前記周波数の電力に関連するパ
ラメータをもう一方の前記周波数の電力に関連するパラメータに対して変更することによ
って、前記第１の電極に供給される前記第１および第２の周波数の電力と前記第１の電極
近傍のプラズマとの間の相互作用に応じて前記第１の電極に確立されるＤＣバイアス電圧
が制御可能に変化するようになされた、請求項４８に記載の処理装置。
【請求項５７】
　前記第１の周波数の電力に関連する前記パラメータが前記第１の周波数の電力量であり
、前記第２の周波数の電力に関連する前記パラメータが前記第２の周波数の電力量である
、請求項５６に記載の処理装置。
【請求項５８】
　前記第１の周波数が主として前記プラズマのイオン・エネルギーを制御し、前記第２の
周波数が主として前記プラズマのイオン密度を制御する、請求項５７に記載の処理装置。
【請求項５９】
　導電壁を有する真空チャンバを備えた、ワークピースを処理するためのプラズマ処理装
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置であって、前記導電壁が前記チャンバの縦軸と同軸の内部円形周囲を有し、前記チャン
バが（ａ）円形ワークピース・ホルダを備えた第１の円形電極（第１の電極およびワーク
ピース・ホルダは、いずれも前記チャンバの縦軸と同軸である）と、（ｂ）前記チャンバ
内でガスをプラズマに変換するための出口を備えた、前記導電壁の第１の端部に導電接続
された、前記チャンバの縦軸と同軸の第２の円形電極と、（ｃ）前記プラズマを前記電極
間の体積を含む領域に閉じ込め、かつ、前記領域から外側に向かうイオン化されていない
ガスの流れを可能にするための構造であって、前記プラズマの前記導電壁への入射を実質
的に阻止するようになされた構造と、（ｄ）前記領域から外側に向かって流れるガスのた
めの出口とを備え、前記領域の下部境界が（ｉ）前記第１の電極と、（ｉｉ）前記チャン
バの縦軸と同軸のリングと、（ｉｉｉ）前記導電壁の第２の端部に導電接続された、前記
チャンバの縦軸と同軸の環状表面とを含み、前記リングが、前記第１の電極と前記環状表
面の間に挿入され、かつ、ＲＦ変位電流の流入を可能にし、実質的な伝導電流の流入を阻
止する材料でできているプラズマ処理装置であって、複数の周波数の電力を同時に前記第
１の電極に供給するための回路をさらに備え、前記チャンバおよび前記第１と第２の周波
数が、前記第１の周波数の電力に関連するパラメータを前記第２の周波数の電力に関連す
るパラメータに対して変更することによって、前記第１の電極に供給される前記第１およ
び第２の周波数の電力と前記第１の電極近傍のプラズマとの間の相互作用に応じて前記第
１の電極に確立されるＤＣバイアス電圧が制御可能に変化するようになされたプラズマ処
理装置。
【請求項６０】
　前記第１の周波数の電力に関連する前記パラメータが前記第１の周波数の電力量であり
、前記第２の周波数の電力に関連する前記パラメータが前記第２の周波数の電力量である
、請求項５９に記載の処理装置。
【請求項６１】
　前記第１の周波数が主として前記プラズマのイオン・エネルギーを制御し、前記第２の
周波数が主として前記プラズマのイオン密度を制御する、請求項６０に記載の処理装置。
【請求項６２】
　前記第２の電極の電位がＤＣ基準電位である、請求項３０から３４のいずれかに記載の
方法。
【請求項６３】
　前記第２の電極の電位がＤＣ基準電位である、請求項３９から４７のいずれかに記載の
処理装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は一般に複数の周波数に同時に応答する電極を備えたプラズマ処理装置に関する
。本発明の特定の一態様は、複数の周波数の電力に、１つは複数の周波数に同時に応答す
る電極であり、もう１つは実質的に基準電位の電極である一対の電極によって拘束された
領域を通る実質的に異なる経路を通過させるための構造を有するチャンバを備えた処理装
置に関する。本発明の他の態様は、複数の周波数に応答する電極のＤＣバイアス電圧が、
複数の周波数のうちの１つの周波数の電力に関連するパラメータを他の周波数の電力に関
連するパラメータに対して変更することによって制御される処理装置方法および構造に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　典型的には半導体基板、誘電体基板および金属基板であるワークピースへの物質の蒸着
およびワークピースからの物質のエッチ除去には真空プラズマ処理装置が使用されている
。ワークピースが配置された真空プラズマ処理チャンバにガスが導入される。チャンバ圧
の範囲は、通常、０．１ないし１０００トールである。このガスは、ＲＦ電界もしくはＲ
Ｆ電磁界に応答して励起領域でＲＦプラズマ中に点火される。このＲＦ界は、一般的には
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、ＲＦ磁界とＲＦ電界の両方をガスに結合する電極アレイもしくはコイルのいずれかであ
る無効インピーダンス・エレメントによって提供される。無効インピーダンス・エレメン
トは、比較的高い第１のＲＦ周波数およびガスをプラズマ中に点火するだけの十分な電力
を有する第１のＲＦ源に接続されている。第１のＲＦ源と無効インピーダンス・エレメン
トの間は、通常、第１のＲＦ源に直接接続された比較的長いケーブルで接続されている。
通常、ケーブルと無効インピーダンス・エレメントの間に接続された第１の共振整合回路
網は、第１のＲＦ源のインピーダンスを該第１のＲＦ源が駆動している負荷に整合させる
べく調整された一対の可変リアクタンスを含んでいる。
【０００３】
　ガスは、通常、チャンバの頂部からチャンバに導入され、チャンバの底部から除去され
る。一般的には、チャンバの頂部の電極が一連のガス・バッフルおよび励起領域への開口
部に結合され、励起領域に流入するガスにシャワー・ヘッド効果を提供している。
【０００４】
　ワークピースは、通常、励起領域の底部の電極上に取り付けられる。いくつかのチャン
バの中には、ワークピースを支えている電極（しばしば底部電極と呼ばれている）が、第
１のＲＦ周波数が供給される無効インピーダンス・エレメントであり、ワークピースを支
えている電極から間隔を隔てた他の電極（しばしば頂部電極と呼ばれている）が基準電位
、典型的には接地に接続されているチャンバもある。このような構成の処理装置は、チャ
ンバが１つの電力電極、接地壁構造および接地電極を備えているため、しばしば二極管と
呼ばれている。
【０００５】
　他の処理装置では、チャンバの頂部電極および底部電極に、比較的高いＲＦ周波数およ
び比較的低いＲＦ周波数の電力がそれぞれ個別に供給され、チャンバ壁構造は接地されて
いる。１０ＭＨｚを超える典型的には２７ＭＨｚの比較的高い周波数がプラズマの密度を
制御し、一方、１０ＭＨｚ未満の典型的には２ＭＨｚの比較的低い周波数がプラズマ中の
イオンのエネルギーを制御している。プラズマ密度とイオン・エネルギーの独立した制御
は、第１のＲＦ源と第２のＲＦ源の電気パラメータ、たとえば電力、電圧および／または
電流などを独立して制御することによって提供される。また、しばしば三極管と呼ばれて
いるこの構成のチャンバは、底部電極に確立されるＤＣバイアス電圧の制御を提供してい
る。このＤＣバイアス電圧の制御は、頂部電極および底部電極に近いプラズマと、頂部電
極および底部電極に印加されるＲＦ電力に応じて頂部電極および底部電極をプラズマに結
合するＲＦ界の相互作用によるものである。パラメータの相対値、たとえば頂部電極およ
び底部電極に印加する電流および／または電圧もしくは電力を変更することにより、底部
電極ＤＣバイアス電圧が制御可能に単調に変化するため、高周波電力が低周波電力に対し
て大きくなるほど、負のＤＣバイアス電圧の大きさが大きくなる。
【０００６】
　前述の二極管構成および三極管構成を有するチャンバに、電極と電極の間の体積を含む
閉込め領域にプラズマを閉じ込めるための構造を持たせることは知られており、この閉込
め構造により、チャンバ接地金属壁構造へのプラズマの入射を阻止し、それによりチャン
バ壁構造の実質的な損傷を防止し、かつ、プラズマ特性の制御を向上させている。これに
ついては、たとえばＬｅｎｚらの米国特許５，５３４，７５１を参照されたい。
【０００７】
　さらに他のチャンバでは、頂部電極およびチャンバ金属壁が接地（基準電位）に接続さ
れ、比較的高いＲＦ周波数の電力と比較的低いＲＦ周波数の電力が底部電極に同時に供給
されている。このような二極管構成の真空チャンバ接地金属壁構造は、通常、励起プラズ
マが存在する外部領域を画定している。詳細には、Ｌｅｎｚの米国特許５，９９８，９３
２に、閉込め構造、頂部接地電極および金属壁を備えたチャンバの底部電極への２ＭＨｚ
および２７ＭＨｚの同時供給が開示されている。また、Ｋｕｔｈｉらの米国特許６，１０
６，６６３に、頂部接地電極を備えたチャンバの底部電極への２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚ
の同時供給が開示されている。
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　高周波数および低周波数が底部電極を同時に駆動する構成を有するチャンバを備えた従
来技術による処理装置は、高周波パラメータおよび低周波パラメータ、たとえば底部電極
に供給する電力の相対値の変更によっては底部電極のＤＣバイアス電圧を制御できない方
法で構築されている。ＤＣバイアス電圧は、底部電極に供給される高周波電力および低周
波電力の相対量の変化に対して、比較的一定の電圧を維持することが分かっている。本出
願人らは、比較的一定のバイアス電圧が維持されるのは、イオン・エネルギー（主として
低周波電力によって制御されていると思われる）とイオン密度（主として高周波電力によ
って制御されていると思われる）が実質的に結合するようにチャンバが構築されているこ
とによるものと考えている。したがって、プラズマ密度と、プラズマ体積の縁とプラズマ
の縁に近いチャンバの表面との間のシース幅との結合が存在しており、その結果、パラメ
ータ（たとえば電力）の相対値を高周波数および低周波数で変更しても、プラズマ・イオ
ン・エネルギーおよびプラズマ密度に対する所望の独立した制御を得ることはできない。
したがって、底部電極に２つの異なる周波数が同時に印加される従来技術による二極管チ
ャンバでは、三極管二重周波数チャンバが達成している水準の底部電極バイアス電圧の制
御を達成することは困難である。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の一態様によれば、プラズマ処理装置は、（ａ）チャンバにガスを結合するため
のポートと、（ｂ）チャンバ内のガスに電界を印加するための第１の電極と、（ｃ）実質
的にＤＣ基準電位の第２の電極と、（ｄ）プラズマが存在する電極と電極の間の領域とを
有する真空チャンバを備えている。プラズマ処理装置は、第１の電極に複数の周波数を有
する電界を同時にプラズマに供給させるための回路を備えている。チャンバは、異なる周
波数の電力に、プラズマが存在する電極と電極の間の領域を通る実質的に異なる経路を通
過させるための構造を備えている。
【００１０】
　第１の周波数（好ましくは約２ＭＨｚ）が主としてプラズマのイオン・エネルギーを制
御し、第２の周波数（好ましくは約２７ＭＨｚ）が主としてプラズマのイオン密度を制御
することが好ましい。
【００１１】
　チャンバは、第１の周波数の電力のうちの実質的な割合の電力を第１と第２の電極の間
に結合し、かつ、第２の周波数の電力のうちの実質的な割合の電力の第１と第２の電極の
間への結合を阻止するようになされていることが好ましい。
【００１２】
　このようなチャンバ構造は、上記領域の外側に経路を有する分散パラメータ・フィルタ
構造を備えていることが好ましい。上記領域の外側の経路は、電流を第２の電極から基準
電位の端子に結合するようになされており、該経路の電位は実質的に基準電位である。こ
の経路は、上記領域の外側の経路の第１の周波数におけるインピーダンスが、第２の周波
数におけるインピーダンスより実質的に小さくなるよう、その第１の周波数における電気
的長さが、第２の周波数における電気的長さより実質的に短くなっている。上記領域の外
側の経路の構造は、第１の周波数における該経路の誘導性インピーダンスが第２の周波数
における該経路の誘導性インピーダンスより概ね１桁小さくなるようになっている。
【００１３】
　また、分散パラメータ・フィルタ構造は、第２の周波数が上記領域を通って、実質的に
壁および第２の電極と同じＤＣ基準電位にあるチャンバ壁延長部分まで通過するようにな
されていることが好ましい。チャンバ壁延長部分の第１の電極までの距離は、第２の電極
までの距離より実質的に短くなっている。
【００１４】
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　この延長部分には、第１の電極の周辺部分を越えた領域が含まれていることが好ましい
。第１の電極からこの延長部分までの電気結合は、第２の周波数が上記領域中を、第１の
周波数が上記領域中を通過する範囲より広い範囲まで通過するようになされている。この
延長部分は、誘電体によって第１の電極と間隔を隔てていることが好ましい。
【００１５】
　プラズマを閉じ込めるための構造は、体積内のガスの上記領域の外側のチャンバ部分へ
の流れを可能にするようになされた複数のルーバを備えていることが好ましい。ルーバお
よびルーバ間の空間は、第２の電極から基準電位への第１の周波数の変位電流の流れを可
能にし、かつ、実質的なＤＣ電流の流れを阻止するようになされた材料でできていること
が好ましい。
【００１６】
　上記領域内のプラズマ圧力のコントローラは、チャンバ内の他の構造に対するルーバの
間隔を制御するための構造を備えていることが好ましい。
【００１７】
　本発明の他の態様は、第１および第２の周波数の電力が同時に供給される電極を有する
プラズマ処理装置を動作させる方法に関している。電極に供給される第１および第２の周
波数の電力と電極近傍のプラズマとの間の相互作用に応じてＤＣ電圧バイアスが電極に確
立される。このＤＣバイアス電圧の値は、第１の周波数の電力に関連するパラメータを第
２の周波数の電力に関連するパラメータに対して変更することによって制御される。
【００１８】
　本発明のさらに他の態様は、処理チャンバ内の電極と、第１および第２の周波数の電力
を同時に電極に供給するための回路とを備えたプラズマ処理装置に関している。電極に供
給される第１および第２の周波数の電力と電極近傍のプラズマとの間の相互作用に応じて
ＤＣバイアス電圧が電極に確立される。チャンバおよび第１と第２の周波数は、第１の周
波数の電力に関連するパラメータを第２の周波数の電力に関連するパラメータに対して変
更することによってＤＣバイアス電圧が制御可能に変化するようになされている。
【００１９】
　第１の周波数の電力に関連するパラメータが第１の周波数の電力量であり、第２の周波
数の電力に関連するパラメータが第２の周波数の電力量であることが好ましい。また、第
１の周波数（好ましくは約２ＭＨｚ）が主としてプラズマのイオン・エネルギーを制御し
、第２の周波数（好ましくは約２７ＭＨｚ）が主としてプラズマのイオン密度を制御する
ことが好ましい。
【００２０】
　ＤＣバイアス電圧の制御を促進するためには、第１の電極と第２の電極の間の体積を含
み、かつ、処理装置のチャンバの壁構造が含まれていない領域に第２の周波数の電力が拘
束されることが好ましい。第１の周波数の電力は、ＤＣバイアス電圧の制御を促進するた
めの上記領域を実質的に除いたチャンバ部分に供給される。プラズマは、通常、第２の周
波数の電力が拘束される領域に閉じ込められる。また、この領域のプラズマ圧力を制御す
ることによって、ＤＣバイアス電圧の制御が促進される。
【００２１】
　ＤＣバイアス電圧のより良好な制御の提供を促進するために、第１の電極の周辺部分を
越えた領域まで第２の周波数の拘束領域が延びている。第１の電極の周辺部分を越えた領
域は、（１）第１および第２の周波数の変位電流の流れを可能にし、かつ、実質的なＤＣ
電流の流れを阻止する材料、好ましくは真性半導体と、（２）この材料の周辺部分を越え
たＤＣ基準電位の表面からなっていることが好ましい。
【００２２】
　プラズマを閉じ込めるための構造は、上記領域内のガスの上記領域の外側のチャンバ部
分への流れを可能にするようになされた複数のルーバを備えていることが好ましい。ルー
バおよびルーバ間の空間は、第２の電極から基準電位への第１の周波数の変位電流の流れ
を可能にし、かつ、実質的なＤＣ電流の流れを阻止するようになされた材料でできている
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ことが好ましい。
【００２３】
　本発明の追加態様は、基準電位の導電壁を有する真空チャンバを備えた、ワークピース
を処理するためのプラズマ処理装置に関している。この導電壁は、チャンバの縦軸と同軸
の円形内部周囲を有している。チャンバは、円形ワークピース・ホルダを備えた第１の円
形電極を備えており、第１の電極とワークピース・ホルダは、チャンバの縦軸と同軸であ
る。また、チャンバは、チャンバの縦軸と同軸の第２の円形電極を備えており、第２の電
極は、チャンバ内でガスをプラズマに変換するための入口を有している。チャンバ内の閉
込め構造は、電極と電極の間の体積を含んだ、導電壁へのプラズマの入射を許容しない領
域にプラズマを閉じ込めている。プラズマ閉込め構造は、上記領域からのガスの流出を可
能にしている。チャンバは、さらに、上記領域から流出するガスのための出口を有してい
る。閉込め領域の下部境界には、（１）第１の電極、（２）チャンバの縦軸と同軸のリン
グ、（３）チャンバの縦軸と同軸の環状表面が含まれており、環状表面の電位は実質的に
基準電位である。リングは、第１の電極と環状表面の間に挿入されており、ＲＦ変位電流
の流入を可能にし、かつ、実質的な伝導電流の流入を阻止する材料でできている。回路は
、複数の周波数の電力を同時に第１の電極に供給している。導電壁は、第２の電極および
環状表面に電気接続されており、比較的小さいインピーダンスを第１の周波数に提供し、
かつ、比較的大きいインピーダンスを第２の周波数に提供するよう、第２の電極と環状表
面の間に一定の長さを有している。
【００２４】
　環状表面は、導電部材を覆っている誘電体であることが好ましく、また、リングは真性
半導体、たとえばシリコンからなっていることが好ましい。
【００２５】
　好ましい実施形態では、プラズマ閉込め構造は、チャンバの縦軸と同軸の内部周囲表面
を有する、間隔を隔てた複数のプラズマ閉込めリングを備えており、また、第２の電極は
、閉込め領域の上部境界を形成している表面を有している。プラズマ閉込めリングの各々
の内部周囲表面は、上部境界領域を形成している第２の電極の表面の周囲と実質的に整列
し、また、環状表面は、少なくとも、プラズマ閉込めリングの内部周囲表面と整列した円
の円周まで延びている。
【００２６】
　また、チャンバおよび第１と第２の周波数は、第１の周波数の電力に関連するパラメー
タを第２の周波数の電力に関連するパラメータに対して変更することによって、第１の電
極に供給される第１および第２の周波数の電力と第１の電極近傍のプラズマとの間の相互
作用に応じて第１の電極に確立されるＤＣバイアス電圧が制御可能に変化するようになさ
れている。
【００２７】
　本発明の上記およびさらに他の目的、特徴および利点については、とりわけ添付の図面
に照らして行う本発明の特定の実施形態についての以下の詳細な説明を考察することによ
って明らかになるであろう。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２８】
　添付の図面の図１を参照すると、縦軸すなわち中心線１２を有するプラズマ処理装置真
空チャンバ１０が示されている。プラズマ処理装置真空チャンバ１０は、軸１２と同軸の
円形内部周囲を有する導電金属壁１４を備えている。壁１４は接地されており、換言する
とＤＣ基準電位にある。
【００２９】
　チャンバ１０は、しばしば底部電極と呼ばれている第１の円形電極１８を備えた円形ワ
ークピース・ホルダ１６からなる底部アセンブリ１５を備えている。ワークピース・ホル
ダ１６および電極１８は、軸１２と同軸である。典型的には半導体ウェハであるワークピ
ース２０は、チャンバ１０内の領域２４に閉じ込められたプラズマ２２による処理中、ワ



(12) JP 2010-282970 A 2010.12.16

10

20

30

40

50

ークピースが軸１２と同軸になるよう、適切な機構（図示せず）によってホルダ１６の上
に置かれている。ワークピース・ホルダ１６は、適切なＤＣチャック電圧源（図示せず）
に接続された静電チャックとして構成されていることが好ましい。ワークピース・ホルダ
１６は、通常のワークピース持上げピン（図示せず）およびワークピース温度を制御する
ための構造（図示せず）を備えている。
【００３０】
　また、チャンバ１０は、電気的にＤＣ接地された、軸１２と同軸の第２の円形電極２６
を備えている。しばしば頂部電極と呼ばれている電極２６は、内部通路（図示せず）およ
び多数のシャワー・ヘッド開口（図示せず）を備えている。内部通路およびシャワー・ヘ
ッド開口は共に、シャワー・ヘッド開口を通って領域２４に流入する１つまたは複数のガ
スの適切なガス源２８に流量関係で接続されている。領域２４に流入したガスは、そこで
処理プラズマ２２に変換される。
【００３１】
　プラズマ２２は、垂直方向に積み重ねられた、水晶であることが好ましい４つの誘電体
円形リング３１～３４を備えた下部アセンブリ３０からなる閉込め構造２８を使用して領
域２４に閉じ込められている。円形リング３１～３４は、適切なシャフト構造（図示せず
）によって互いに固定接続されている。リング３１～３４は軸１２と同軸であり、プラズ
マ閉込め領域２４の最上面を画定している電極２６の直径と実質的に同じ直径を有する整
列した内部周囲を備えている。リング３１～３４の各々は、概ね同じ水平方向延長部分を
有しており、上部リング３１は、リング３２～３４の概ね同じ垂直方向延長部分より実質
的に長い垂直方向延長部分を有している。上部リング３１の内部周囲は、頂部電極２６の
周囲と接触している。底部リング３４の下面は、通常、下部アセンブリ１５の上面の上方
に間隔を隔てている。イオン化されていないガス、つまりプラズマではないガスは、領域
２４からルーバ・アセンブリ３０およびリング３４と底部アセンブリ１５の間の空間を通
って流れる。チャンバ１０の外部のモータ３５は、チャンバを貫通して延びたシャフト（
図示せず）を備えており、底部アセンブリ１５の頂面に対して垂直方向にリング３１～３
４を駆動している。プラズマ閉込め領域２４内のプラズマ２２の圧力を制御するために、
モータ３５は、リング３１～３４を垂直方向に駆動するためのコントローラ３６の出力信
号に応答するべく接続されており、それによりリング３４と底部アセンブリ１５の頂面の
間の間隔を制御している。リング３４の底面とアセンブリ１５の頂面が接触すると、最大
圧力が得られる。
【００３２】
　イオン化されていないガスは、領域２４からルーバ・アセンブリ３０を通って、リング
３１～３４の外縁と壁１４の内部周囲の間のチャンバ１０の環状体積３８に流入する。領
域２４に閉じ込められているプラズマは、壁１４への入射が阻止されている。体積３８の
底に設けられているポート４０が、チャンバ１０の圧力を典型的には１ミリトールと１０
００ミリトールの間に維持する適切な真空ポンプ（図示せず）に接続されているため、体
積３８中のイオン化されていないガスは、体積３８の底の複数のポート４０を通って流れ
る。
【００３３】
　頂部電極２６は、軸１２と同軸で、かつ、接地に接続された、アルミニウムであること
が好ましい金属板４２を備えたアセンブリである。金属板４２は、垂直方向に延びた側縁
４４および半径方向に延びたフランジ４６を備えている。フランジ４６は、側縁４４の上
部部分から延びており、その外径は、リング３１～３４の外径と同じであるため、フラン
ジとリングの外部周囲は垂直方向に整列している。側縁４４の外径は、リング３１～３４
の内径と同じであり、したがって側縁４４の周囲とリング３１～３４の内部周囲は垂直方
向に整列している。金属板４２には、軸１２と同軸であり、かつ、側縁４４の直径と同じ
直径を有する黒鉛円板４８がボルト止めされており、したがって金属板４２の底面と黒鉛
円板４８の頂面は接触している。半導体円板５０の頂面は軸１２と同軸であり、その直径
は黒鉛円板４８の直径と同じである。半導体円板５０は、真性シリコンでできていること
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が好ましい。半導体円板５０は、適切な接着剤で黒鉛円板４８の底面に結合されている。
【００３４】
　底部アセンブリ１５は、頂面が保護電気絶縁酸化膜５１で覆われた電極１８、および水
晶でできていることが好ましい誘電体円形リング５２を備えている。軸１２と同軸である
リング５２は、電極１８とその上にワークピース２０が正しく配置された場合に整列する
直径と実質的に同じ直径を有する円形内部周辺壁表面を有している。アルミニウムである
ことが好ましい、電気的に接地された金属被覆５４がリング５２の外部円形壁を覆ってお
り、リングの外壁から内側に向かって、リングの内壁およびワークピース２０の周囲表面
に向かって延びている。導電被覆５４の内縁は軸１２と同軸の円形であり、リング５２の
内壁から間隔を隔てている。水晶であることが好ましい誘電体層５６は、金属被覆５４の
側面および上面を覆っており、その電位は、ＤＣ接地金属被覆５４と接しているため、Ｄ
Ｃ接地電位である。したがって金属被覆５４および誘電体層５６は、ＤＣ接地金属壁１４
の延長部分と見なすことができる。
【００３５】
　リング５２の頂面には、シリコンであることが好ましい真性半導体でできたリング５８
が取り付けられている。リング５８は、ワークピース２０の外径と金属被覆５４および誘
電体層５６の整列した内縁との間に挿入するように寸法化され、かつ、配置されている。
リング５８は、リング５８の外縁と金属被覆５４および誘電体層５６の内縁が接触し、か
つ、ワークピースがワークピース・ホルダ１６上に正しく配置された場合に、リング５８
の内縁とワークピース２０がほぼ接触するようにリング５２の上に取り付けられている。
真性半導体でできているリング５８は、金属被覆５４および誘電体層５６を備えた接地電
極の延長部分を含む、底部電極１８と接地電極２６の間を流れるＲＦ変位電流に経路を提
供しているが、リング５４の真性半導体材料は、延長部分を含む電極１８と２６の間を流
れることになるＤＣ電流に導電経路を提供していないため、金属被覆５４と電極１８もし
くはワークピース２０との間のリング５８の両端間には実質的なＤＣ電流は流れない。
【００３６】
　金属壁１４は、それぞれ半径方向を内側に軸１２に向かって延びた上部金属部分６０お
よび下部金属部分６２を備えている。上部金属部分６０の内縁は、下向きに垂れ下がった
フランジ６４によってアルミニウム板４２に電気的かつ機械的に接続されており、一方、
下部金属部分６２の内縁は、金属被覆５４に電気的かつ機械的に接続されている。開口す
なわち通路４０を備えた金属リング６６は軸１２と同軸であり、導電率の大きい非磁気金
属、たとえば銅あるいはアルミニウムでできていることが好ましい。リング６６の下面は
、金属ストラップ６８によって接地に接続され、リング６６の上面は、下部金属部分６２
および被覆５４に接続されている。したがって被覆５４は、ＤＣ接地に抵抗（すなわち導
電もしくはＤＣ）接続され、壁１４の電位と実質的に同じＤＣ接地電位を維持している。
【００３７】
　上部金属部分６０および下部金属部分６２を備えた壁１４は、低ＲＦ周波数（たとえば
２ＭＨｚ）におけるインピーダンスが比較的小さく、かつ、高ＲＦ周波数（たとえば２７
ＭＨｚ）におけるインピーダンスが比較的大きい分散パラメータ誘導子と見なすことがで
きる。したがって壁１４は、低ＲＦ周波数を通過させ、高ＲＦ周波数を実質的に阻止する
分散パラメータ低域通過フィルタと見なすことができる。
【００３８】
　回路７０は、複数のＲＦ周波数の電力を同時に電極１８に供給している。ＲＦ周波数は
、２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚであることが好ましく、それぞれプラズマ２０中のイオンの
エネルギーおよび密度を主として制御している。したがって２ＭＨｚの電力の量が変化す
ると、プラズマ２２のイオン・エネルギーが変化し、また、２７ＭＨｚの電力の量が変化
すると、プラズマ２２の密度が変化することになる。チャンバ１０の構成により、２ＭＨ
ｚの電力を２７ＭＨｚの電力に対して変化させ、あるいは２７ＭＨｚの電力を２ＭＨｚの
電力に対して変化させることにより、プラズマと、回路２０が電極１８に供給する２ＭＨ
ｚおよび２７ＭＨｚの電力に応答して電極１８をプラズマに結合する２ＭＨｚおよび２７
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ＭＨｚの電界との間の相互作用によって電極１８に確立されるＤＣバイアス電圧が制御可
能に変化する。本出願人らは、チャンバ１０のこの構成によって、２ＭＨｚおよび２７Ｍ
Ｈｚの電力の相対量と電極１８のＤＣバイアス電圧の間の単調な関係を達成することがで
きることを見出した。２７ＭＨｚの電力の量に対する２ＭＨｚの電力の量が増加すると、
電極１８の負のＤＣバイアス電圧が大きくなる。したがって、図１に示す二極管構成の電
極１８に供給される２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚの電力の相対量を制御することにより、異
なる周波数の電力が頂部電極および底部電極に個別に供給され、かつ、チャンバ壁が接地
される三極管構成によって得られる結果と幾分か同様の結果が提供される。
【００３９】
　図１に示す二極管構成は、２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚの電力が底部電極を同時に駆動す
る従来技術による典型的な二極管構成とは異なっている。図１に示す二極管チャンバ１０
の場合、電極１８に印加される高周波２７ＭＨｚ電力のうちの実質的な割合の電力が、電
極１８と金属被覆５４が形成している接地延長部分とを含み、電極２６を含まない経路を
有している。それとは対照的に、電極１８に印加される低周波２ＭＨｚ電力のうちの実質
的な割合の電力が、電極１８と接地電極２６とを含み、金属被覆５４を含まない経路を有
している。壁１４は、２７ＭＨｚにおける壁の誘導性インピーダンスが大きいため、電極
２６への実質的な量の２７ＭＨｚ電力の到達を阻止している。壁１４の２ＭＨｚにおける
誘導性インピーダンスは、２７ＭＨｚにおける壁の誘導性インピーダンスより１桁以上小
さく、したがって２ＭＨｚ電力の壁を通した実質的な循環が存在する。電極２６と被覆５
４の間の壁１４の長さは、２７ＭＨｚにおける壁１４の電気的長さが概ね１波長であり、
かつ、２ＭＨｚにおける電気的長さが波長の１／１０未満であるようになっている。
【００４０】
　プラズマ２２、半導体リング５８および誘電体リング５２の頂面上および外面壁上の接
地被覆５４を介して電極１８から接地に結合される２ＭＨｚの電力に対するチャンバ１０
の容量性インピーダンスは、同じ経路、つまりプラズマ２２、半導体リング５８および金
属被覆５４を通る経路を介して結合される２７ＭＨｚの電力に対する容量性インピーダン
スより実質的に大きくなっている。リング５８は、容量分および抵抗分を有する分散イン
ピーダンス・コンポーネントと見なすことができる。プラズマ２２は、主として分散抵抗
と見なすことができる。プラズマ２２と閉込め領域２４の表面、すなわちワークピース２
０の頂面、リング３１～３４の表面、半導体円板５０の底面、誘電体層５６の頂面および
半導体リング５８の頂面との間にはシースが存在している。電極１８のＤＣバイアス電圧
が変化すると、シースの厚さおよびシースと結合した容量が変化する。このシースは、主
として容量分を有する分散インピーダンスと見なすことができる。したがって電力が供給
される底部電極１８から接地金属ストラップ６８へ流れるＲＦ電流は、先ず底部アセンブ
リ１５の直ぐ上のシースの容量性インピーダンスを通って流れ、そこから抵抗性プラズマ
２２を通って流れる。
【００４１】
　プラズマ２２を通って流れるＲＦ電流の第１の経路は、頂部電極アセンブリ２６の直ぐ
下のシースの容量性インピーダンスを通り、そこから壁１４およびリング６６を通って接
地ストラップ６８に到る経路である。プラズマ２２を通って流れるＲＦ電流の第２の経路
は、底部電極１８の上方のシースの容量性インピーダンスを通って容量性および抵抗性半
導体リング５８に入り、そこから誘導性被覆５４を経由してストラップ６８に到る経路で
ある。プラズマ２２を通って流れるＲＦ電流の第３の経路は、底部アセンブリ１５の上方
のシースの容量性インピーダンスを通って層５６の容量性インピーダンスに入り、そこか
ら誘導性被覆５４を経由してストラップ６８に到る経路である。シース、層５６およびリ
ング５８の容量性インピーダンスは、底部電極１８から接地ストラップ６８へ流れる２７
ＭＨｚの電流に対するインピーダンスの方が、２ＭＨｚの電流に対するインピーダンスよ
り１桁小さい。また、リング５２の頂面の誘導性被覆５４の面積は、コンデンサ電極と同
様に機能するため、第３の経路のインピーダンスは、２７ＭＨｚの励起に対するインピー
ダンスの方が、２ＭＨｚの励起に対するインピーダンスより小さい。コンデンサの値は、
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コンデンサの電極の面積に正比例し、また、コンデンサのインピーダンスは、コンデンサ
に印加される周波数とコンデンサの値の積に反比例しているため、リング５２のインピー
ダンスは、２７ＭＨｚに対するインピーダンスの方が２ＭＨｚに対するインピーダンスよ
りはるかに小さい。２７ＭＨｚでは、プラズマ２２、誘電体リング５２の頂面の金属被覆
５４および半導体リング５８を介した電極１８から接地ストラップ６８までのインピーダ
ンスの方が、プラズマ２２、電極２６および壁１４を介した電極１８から接地ストラップ
６８までの経路のインピーダンスよりはるかに小さい。
【００４２】
　実際の実験から、閉込め領域２４（電極２６と、誘電体リング５２の頂面の金属被覆５
４を備えたその延長部分を含む）を本質的に制限している接地電極の面積を、電力が供給
される電極１８の面積に対して広くすることにより、電極１８に供給される２ＭＨｚおよ
び２７ＭＨｚの相対電力の変化によって生じるＤＣバイアス電圧の制御量が実質的に増加
することが分かっている。図２に示す好ましい一実施形態では、接地電極の面積と電力が
供給される電極の面積の比率は、２．７：１である。
【００４３】
　図１に示す実施形態の回路７０は、それぞれ整合回路網７６および７８を駆動している
可変電力２ＭＨｚ源７２および可変電力２７ＭＨｚ源７４を備えている。整合回路網７６
および７８は、それぞれ２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚに同調されている。ハイブリッド結合
器８０は、それぞれ整合回路網７６および７８のＲＦ出力に応答するべく接続された第１
および第２の入力部を有しており、整合回路網の出力を線形結合した出力を駆動している
。結合器８０の出力は、結合コンデンサ８２を介して電極１８に供給されており、したが
って電極は、２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚの電力によって同時に駆動される。
【００４４】
　整合回路網７６および７８の各々は、コントローラ３６によってその値が制御される一
対の可変リアクタンスを備えている。コントローラ３６は、整合回路網７６のリアクタン
スを制御するべく、プローブ信号（図示せず）に応答して、整合回路網７６が２ＭＨｚ源
７２に向けて反射する２ＭＨｚエネルギーの電圧、電流および位相角を示す信号を引き出
している。また、コントローラ３６は、整合回路網７８のリアクタンスを制御するべく、
プローブ信号（図示せず）に応答して、整合回路網７８が２７ＭＨｚ源７４に向けて反射
する２７ＭＨｚエネルギーの電圧、電流および位相角を示す信号を引き出している。回路
網７６、７８およびＲＦ源７２、７４は、場合によっては損傷の可能性のある２７ＭＨｚ
電力の２ＭＨｚ源７２への結合を防止し、かつ、場合によっては損傷の可能性のある２Ｍ
Ｈｚ電力の２７ＭＨｚ源７４への結合を防止するべく、十分に大きいＱ（Ｑ値）を有して
いる。ＲＦ源７２および７４によって電極１８に供給される相対電力は、プラズマ中のイ
オン・エネルギーとプラズマ中のイオン密度の独立した制御を提供し、かつ、底部電極１
８のＤＣバイアス電圧を制御するべく制御されている。
【００４５】
　次に、添付の図面の図２を参照すると、図１に略図で示す構造の機械横断面図が示され
ている。閉込め領域２４内の上部接地電極２６の表面積を若干広くするために、黒鉛円板
４８および半導体円板５０の下面は、テーパが施された、電極２６の中心および周辺部分
からそれぞれ下向きに領域２４へ延びた表面８０および８２を備えている。円板４８およ
び５０は、テーパが施された表面８０と８２の間に位置し、かつ、底部電極１６の上面に
平行に延びた平らな表面８４を備えている。
【００４６】
　図１にリング５２の頂面の金属層５４で示されている接地電極の延長部分は、図２では
、水晶リング５２の頂面に結合された金属（たとえばアルミニウムもしくは銅）リング８
６で提供されている。リング８６は、水晶リング５２内の垂直方向のシリンダを貫通して
延びた複数の金属（たとえばアルミニウムもしくは銅）ポスト８８によって励起回路７０
の接地端子に電気接続されている。ポスト８８は、リング５２の周りに数度毎に等間隔で
配置されている。ポスト８８の各々の上面は、たとえばはんだによって機械的かつ電気的
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にリング８６の下面に結合されている。ポスト８８の各々の下端は、水晶リング５２の下
面の下を延びており、励起回路９０の接地端子が接続されている接地金属（たとえばアル
ミニウムもしくは銅）電気接触リング９０のシリンダの側壁と機械的かつ電気的に係合し
ている。したがってポスト８８およびリング９０は、図１に示すリング５２上の層５４の
側壁および金属ストラップ６８の機能と同じ機能を提供している。リング９０およびポス
ト８８は、チャンバ壁１４の水平方向に延びた金属板９２に機械的かつ電気的に接続され
ている。金属板９２は、図１に示す下部壁部分６２およびリング６６の等価物である。
【００４７】
　電力が供給される底部電極１８の周囲とリング８６の内部円周の間に挿入されている半
導体リング５８は、熱膨張に備えるべく半径方向に互いに間隔を隔てた２つの相互嵌合い
剛直セグメント９２および９４を備えている。
【００４８】
　図２に示すように、壁１４は観察窓９５を備えている。金属リング９８は、壁１４およ
び金属板４２に機械的かつ電気的に接続され、図１に示す上部壁部分６０の機能を果たし
ている。
【００４９】
　実際に構築された、図２に示す構成を有するチャンバ１０の一例では、円板５０の直径
は１１　１／２”であり、電極５１の直径は７　１／４”で、その縁と縁の間で半導体セ
グメント９２と接触している。リング８６の内径と外径の間の間隔は１”である。リング
５８は、セグメント９２および９４によって形成され、その内径と外径の間の間隔は３／
４”である。窓９６の部分の壁１４の直径は１２　３／４”であり、電極１６および２６
の平らな面と面の間の軸１２に沿った間隔は３／８”である。これらの寸法により、接地
電極と閉込め領域２４内の電力が供給される電極との面積比率２．７：１が得られる。接
地電極の面積は、シリコン円板５０の底面と金属リング８６の上面からなり、一方、電力
が供給される電極の面積は、電極１８の上面からなっている。
【００５０】
　次に、添付の図面の図３を参照すると、図２に示す構造の他のデバイスと比較した性能
を示す一連のプロットが示されている。図３では、回路７０によって電極１６に供給され
る２ＭＨｚと２７ＭＨｚの電力の比率に対する、電極１８と結合したＤＣバイアス電圧が
プロットされている。
【００５１】
　プロット１００は、従来技術による、底部電極に２ＭＨｚの電力が印加され、頂部電極
に２７ＭＨｚの電力が印加され、かつ、チャンバ壁が接地されている三極管チャンバに印
加された電力比率に対するＤＣバイアス電圧の単調関数である。プロット１００は、比較
的大きい負の勾配を有しており、頂部電極および底部電極に供給する電力の比率を変更す
ることにより、底部電極のＤＣバイアス電圧に対する有意な制御が提供されることを示し
ている。つまり、頂部電極に供給する２７ＭＨｚの電力に対する底部電極に供給する２Ｍ
Ｈｚの電力の比率を変化させることにより、底部電極のＤＣバイアス電圧が有意に変化す
る。
【００５２】
　それとは対照的に、プロット１０２は、２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚの電力が同時に底部
電極に供給され、かつ、頂部電極およびチャンバ壁が接地されている典型的な従来技術に
よる二極管チャンバの性能を示している。プロット１０２は単調関数ではなく、極めて緩
やかな勾配を有している。プロット１０２の勾配は、２７ＭＨｚの電力が２ＭＨｚの電力
の少なくとも２倍大きい電力比率に対しては負の勾配である。プロット１０２は、２７Ｍ
Ｈｚの電力の量が２ＭＨｚの電力の量の約２倍未満の電力比率に対して正の勾配を有して
いる。したがってプロット１０２で示す結果を生成するべく構成されたチャンバでは、底
部電極のＤＣバイアス電圧に対する有意な制御を得ることはできない。
【００５３】
　プロット１０４および１０６は、それぞれ１２０ミリトールおよび６７ミリトールの圧
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ずれも単調関数であり、底部電極に印加される２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚの電力の相対量
の変化に応じて底部電極１８のＤＣバイアス電圧の制御を可能にするだけの十分な負の勾
配を有している。たとえばプロット１０４は、電極１８に２ＭＨｚの電力ではなく、１０
００ワットの電力が２７ＭＨｚで印加された場合、底部電極１８のＤＣバイアス電圧は－
５９０ボルトであることを示している。２ＭＨｚの電力が増加し、２ＭＨｚの電力および
２７ＭＨｚの電力が共に１０００ワットになると、電極１８のＤＣバイアス電圧は約－６
３０ボルトになる。２ＭＨｚの電力がさらに増加し、２ＭＨｚの電力が２０００ワット、
２７ＭＨｚの電力が１０００ワットになると、電極１８のＤＣバイアス電圧はさらに減少
して約－６７０ボルトになる。２ＭＨｚの電力が４０００ワット、２７ＭＨｚの電力が１
０００ワットになると、底部電極１８のＤＣバイアス電圧はさらに減少して約－７２５ボ
ルトになる。したがって図２に示す構成を有するチャンバの場合、底部電極１８に印加す
る２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚの電力の相対量を変化させることにより、底部電極のＤＣバ
イアス電圧の実質的な制御が提供され、プラズマ密度およびイオン・エネルギーが独立し
て制御される。プロット１０６で示す６７ミリトールの圧力の場合も、同様の結果が提供
される。
【００５４】
　以上、本発明の特定の実施形態について説明し、かつ、図に示したが、とりわけ図に示
し、かつ、説明した実施形態の詳細に、特許請求の範囲で定義されている本発明の真の精
神および範囲を逸脱することなく変更を加えることができることは明らかであろう。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】本発明の好ましい実施形態によるプラズマ処理装置の好ましい実施形態の部分略
図である。
【図２】図１に略図で示すプラズマ処理装置真空チャンバの好ましい実施形態の横断面図
である。
【図３】図２に示すチャンバの底部電極に供給される２つのＲＦ周波数の電力の関数とし
て制御されるＤＣバイアス電圧の様子を示すグラフである。
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【請求項１】
　第１の電極と該第１の電極の周縁外側に配置された接地電極とを有し、前記第１の電極
上の第１の領域と前記第１の電極と前記接地電極との間の第２の領域にプラズマを発生す
るプラズマ処理装置を動作させる方法であって、
　前記第１の領域に第１の周波数の高周波の電力を供給すると同時に前記第２の領域に前
記第１の周波数よりも高い第２の周波数の高周波の電力を供給するステップと、
　前記第１および第２の周波数の高周波の電力と前記第１の電極近傍のプラズマとの間の
相互作用に応じて前記第１の電極に直流バイアス電圧を確立するステップと、
　いずれか一方の前記周波数の高周波の電力に関連するパラメータをもう一方の前記周波
数の高周波の電力に関連するパラメータに対して変更することによって前記第１の電極の
直流バイアス電圧の値を制御するステップとを含む方法。
【請求項２】
　第１の電極と該第１の電極に対向して配置された所定のＤＣ基準電位の第２の電極と前
記第１の電極の周縁外側に配置された接地電極とを有するプラズマ処理装置を動作させる
方法であって、第１の周波数の高周波の電力および該第１の周波数よりも高い第２の周波
数の高周波の電力を前記第１の電極に同時に供給するステップと、前記第１の周波数の高
周波を前記第１の電極と前記第２の電極とこれら第１及び第２の電極の間の領域とを含む
領域を通過して前記第２の電極に至る経路を通過させるステップと、前記第２の周波数の
高周波を前記領域を通過して前記接地電極に至る経路を通過させるステップと、前記電極
に供給される前記第１および第２の周波数の高周波の電力と前記第１の電極近傍のプラズ
マとの間の相互作用に応じて前記第１の電極にＤＣバイアス電圧を確立するステップと、
いずれか一方の前記周波数の高周波の電力に関連するパラメータをもう一方の前記周波数
の高周波の電力に関連するパラメータに対して変更することによって前記第１の電極のＤ
Ｃバイアス電圧の値を制御するステップとを含む方法。
【請求項３】
　いずれか一方の前記周波数の電力に関連する前記パラメータが、前記第１の電極に印加
される前記第１の周波数の高周波の電力量であり、前記第２の周波数の高周波の電力に関
連する前記パラメータが前記第２の周波数の高周波の電力量である、請求項１又は２に記
載の方法。
【請求項４】
　１０ＭＨｚよりも低い前記第１の周波数の高周波が主として前記プラズマのイオン・エ
ネルギーを制御し、１０ＭＨｚよりも高い前記第２の周波数の高周波が主として前記プラ
ズマのイオン密度を制御する、請求項３に記載の方法。
【請求項５】
　前記第１および第２の周波数がそれぞれ２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚである、請求項４に
記載の方法。
【請求項６】
　前記第１および第２の周波数の高周波の電力を、前記第１の電極と第２の電極の間の領
域を含む領域に集中させるステップと、前記第１の電極に印加される前記第１および第２
の周波数の高周波の主な部分の電力を前記領域内に異なる経路を持たせるステップとをさ
らに含む、請求項３に記載の方法。
【請求項７】
　前記第１の周波数の前記経路が前記第１および第２の電極を含み、前記第２の周波数の
前記経路が前記第２の電極を含まない、請求項６に記載の方法。
【請求項８】
　前記処理装置が、前記第２の電極のＤＣ電位と同じＤＣ電位の、前記第２の電極よりも
前記第１の電極の方に近い他の経路を備え、前記第２の周波数の前記経路が前記第１の電
極および前記他の経路を含む、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記プラズマを前記領域に閉じ込めるステップをさらに含む、請求項６に記載の方法。
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【請求項１０】
　前記領域内のプラズマの圧力を制御するステップをさらに含む、請求項９に記載の方法
。
【請求項１１】
　前記第２の電極の電位がＤＣ基準電位である、請求項６乃至１０のいずれかに記載の方
法。
【請求項１２】
　前記第２の周波数の高周波の電力量と前記第１の周波数の高周波の電力量の比率を変化
させると前記第１の電極のＤＣバイアス電圧の値が単調関数で変化するように前記真空チ
ャンバが構成されている、請求項３に記載の方法。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００１】
　本発明は一般に複数の周波数に同時に応答する電極を備えたプラズマ処理装置に関する
。本発明の特定の一態様は、複数の周波数の電力に、１つは複数の周波数に同時に応答す
る電極であり、もう１つは実質的に基準電位の電極である一対の電極によって拘束された
領域を通る実質的に異なる経路を通過させるための構造を有するチャンバを備えた処理装
置に関する。本発明の他の態様は、複数の周波数に応答する電極のＤＣバイアス電圧が、
複数の周波数のうちの１つの周波数の電力に関連するパラメータを他の周波数の電力に関
連するパラメータに対して変更することによって制御される処理装置の動作方法に関する
。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　前述の二極管構成および三極管構成を有するチャンバに、電極と電極の間の領域を含む
閉込め領域にプラズマを閉じ込めるための構造を持たせることは知られており、この閉込
め構造により、チャンバ接地金属壁構造へのプラズマの入射を阻止し、それによりチャン
バ壁構造の実質的な損傷を防止し、かつ、プラズマ特性の制御を向上させている。これに
ついては、たとえばＬｅｎｚらの米国特許５，５３４，７５１を参照されたい。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００８】
　高周波数および低周波数が底部電極を同時に駆動する構成を有するチャンバを備えた従
来技術による処理装置は、高周波パラメータおよび低周波パラメータ、たとえば底部電極
に供給する電力の相対値の変更によっては底部電極のＤＣバイアス電圧を制御できない方
法で構築されている。ＤＣバイアス電圧は、底部電極に供給される高周波電力および低周
波電力の相対量の変化に対して、比較的一定の電圧を維持することが分かっている。本出
願人らは、比較的一定のバイアス電圧が維持されるのは、イオン・エネルギー（主として
低周波電力によって制御されていると思われる）とイオン密度（主として高周波電力によ
って制御されていると思われる）が実質的に結合するようにチャンバが構築されているこ
とによるものと考えている。したがって、プラズマ密度と、プラズマ領域の縁とプラズマ
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の縁に近いチャンバの表面との間のシース幅との結合が存在しており、その結果、パラメ
ータ（たとえば電力）の相対値を高周波数および低周波数で変更しても、プラズマ・イオ
ン・エネルギーおよびプラズマ密度に対する所望の独立した制御を得ることはできない。
したがって、底部電極に２つの異なる周波数が同時に印加される従来技術による二極管チ
ャンバでは、三極管二重周波数チャンバが達成している水準の底部電極バイアス電圧の制
御を達成することは困難である。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　チャンバは、第１の周波数の高周波の電力の主な部分を第１と第２の電極の間に結合し
、かつ、第２の周波数の高周波の電力の主な部分の第１と第２の電極の間への結合を阻止
するようになされていることが好ましい。
【手続補正７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１３】
　また、分散パラメータ・フィルタ構造は、第２の周波数が上記領域を通って、実質的に
壁および第２の電極と同じＤＣ基準電位にあるチャンバ壁延長部分の他の経路まで通過す
るようになされていることが好ましい。チャンバ壁延長部分の第１の電極までの距離は、
第２の電極までの距離より実質的に短くなっている。
【手続補正８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１４】
　この延長部分には、第１の電極の周辺部分を越えた領域が含まれていることが好ましい
。第１の電極からこの延長部分までの電気結合は、第２の周波数が上記領域中を、第１の
周波数が上記領域中を通過する範囲より広い範囲まで通過するようになされている。この
延長部分の他の経路は、誘電体によって第１の電極と間隔を隔てていることが好ましい。
【手続補正９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１５】
　プラズマを閉じ込めるための構造は、領域内のガスの上記領域の外側のチャンバ部分へ
の流れを可能にするようになされた複数のルーバを備えていることが好ましい。ルーバお
よびルーバ間の空間は、第２の電極から基準電位への第１の周波数の変位電流の流れを可
能にし、かつ、実質的なＤＣ電流の流れを阻止するようになされた材料でできていること
が好ましい。
【手続補正１０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００１９】
　第１の周波数の高周波の電力に関連するパラメータが第１の周波数の高周波の電力量で
あり、第２の周波数の高周波の電力に関連するパラメータが第２の周波数の高周波の電力
量であることが好ましい。また、第１の周波数（好ましくは約２ＭＨｚ）の高周波が主と
してプラズマのイオン・エネルギーを制御し、第２の周波数（好ましくは約２７ＭＨｚ）
の高周波が主としてプラズマのイオン密度を制御することが好ましい。
【手続補正１１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２０】
　ＤＣバイアス電圧の制御を促進するためには、第１の電極と第２の電極の間の領域を含
み、かつ、処理装置のチャンバの壁構造が含まれていない領域に第２の周波数の高周波の
電力が拘束されることが好ましい。第１の周波数の高周波の電力は、ＤＣバイアス電圧の
制御を促進するための上記領域を実質的に除いたチャンバ部分に供給される。プラズマは
、通常、第２の周波数の高周波の電力が拘束される領域に閉じ込められる。また、この領
域のプラズマ圧力を制御することによって、ＤＣバイアス電圧の制御が促進される。
【手続補正１２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２１】
　ＤＣバイアス電圧のより良好な制御の提供を促進するために、第１の電極の周辺部分を
越えた領域まで第２の周波数の高周波の拘束領域が延びている。第１の電極の周辺部分を
越えた領域は、（１）第１および第２の周波数の高周波の変位電流の流れを可能にし、か
つ、実質的なＤＣ電流の流れを阻止する材料、好ましくは真性半導体と、（２）この材料
の周辺部分を越えたＤＣ基準電位の表面からなっていることが好ましい。
【手続補正１３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２２】
　プラズマを閉じ込めるための構造は、上記領域内のガスの上記領域の外側のチャンバ部
分への流れを可能にするようになされた複数のルーバを備えていることが好ましい。ルー
バおよびルーバ間の空間は、第２の電極から基準電位への第１の周波数の高周波の変位電
流の流れを可能にし、かつ、実質的なＤＣ電流の流れを阻止するようになされた材料でで
きていることが好ましい。
【手続補正１４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２３
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２３】
　本発明の追加態様は、基準電位の導電壁を有する真空チャンバを備えた、ワークピース
を処理するためのプラズマ処理装置に関している。この導電壁は、チャンバの縦軸と同軸
の円形内部周囲を有している。チャンバは、円形ワークピース・ホルダを備えた第１の円
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形電極を備えており、第１の電極とワークピース・ホルダは、チャンバの縦軸と同軸であ
る。また、チャンバは、チャンバの縦軸と同軸の第２の円形電極を備えており、第２の電
極は、チャンバ内でプラズマに変換されるガスの入口を有している。チャンバ内の閉込め
構造は、電極と電極の間の領域を含んだ、導電壁へのプラズマの入射を許容しない領域に
プラズマを閉じ込めている。プラズマ閉込め構造は、上記領域からのガスの流出を可能に
している。チャンバは、さらに、上記領域から流出するガスのための出口を有している。
閉込め領域の下部境界には、（１）第１の電極、（２）チャンバの縦軸と同軸のリング、
（３）チャンバの縦軸と同軸の環状表面を有する部材が含まれており、環状表面を有する
部材の電位は実質的に基準電位である。リングは、第１の電極と環状表面を有する部材の
間に挿入されており、ＲＦ変位電流の流入を可能にし、かつ、実質的な伝導電流の流入を
阻止する材料でできている。回路は、複数の周波数の電力を同時に第１の電極に供給して
いる。導電壁は、第２の電極および環状表面を有する部材に電気接続されており、比較的
小さいインピーダンスを第１の周波数に提供し、かつ、比較的大きいインピーダンスを第
２の周波数に提供するよう、第２の電極と環状表面を有する部材の間に一定の長さを有し
ている。
【手続補正１５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２４】
　環状表面を有する部材は、導電部材を覆っている誘電体であることが好ましく、また、
リングは真性半導体、たとえばシリコンからなっていることが好ましい。
【手続補正１６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２５】
　好ましい実施形態では、プラズマ閉込め構造は、チャンバの縦軸と同軸の内部周囲表面
を有する、間隔を隔てた複数のプラズマ閉込めリングを備えており、また、第２の電極は
、閉込め領域の上部境界を形成している表面を有している。プラズマ閉込めリングの各々
の内部周囲表面は、上部境界領域を形成している第２の電極の表面の周囲と実質的に整列
し、また、環状表面を有する部材は、少なくとも、プラズマ閉込めリングの内部周囲表面
と整列した円の円周まで延ばして形成されている。
【手続補正１７】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２６】
　また、チャンバおよび第１と第２の周波数は、第１の周波数の高周波の電力に関連する
パラメータを第２の周波数の高周波の電力に関連するパラメータに対して変更することに
よって、第１の電極に供給される第１および第２の周波数の高周波の電力と第１の電極近
傍のプラズマとの間の相互作用に応じて第１の電極に確立されるＤＣバイアス電圧が制御
可能に変化するようになされている。
【手続補正１８】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３２
【補正方法】変更
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【補正の内容】
【００３２】
　イオン化されていないガスは、領域２４からルーバ・アセンブリ３０を通って、リング
３１～３４の外縁と壁１４の内部周囲の間のチャンバ１０の環状領域３８に流入する。領
域２４に閉じ込められているプラズマは、壁１４への入射が阻止されている。領域３８の
底に設けられているポート４０が、チャンバ１０の圧力を典型的には１ミリトールと１０
００ミリトールの間に維持する適切な真空ポンプ（図示せず）に接続されているため、領
域３８中のイオン化されていないガスは、領域３８の底の複数のポート４０を通って流れ
る。
【手続補正１９】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３４
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３４】
　底部アセンブリ１５は、頂面が保護電気絶縁酸化膜５１で覆われた電極１８、および水
晶でできていることが好ましい誘電体円形リング５２を備えている。軸１２と同軸である
リング５２は、電極１８とその上にワークピース２０が正しく配置された場合に整列する
直径と実質的に同じ直径を有する円形内部周辺壁表面を有している。アルミニウムである
ことが好ましい、電気的に接地された金属被覆５４がリング５２の外部円形壁を覆ってお
り、リングの外壁から内側に向かって、リングの内壁およびワークピース２０の周囲表面
に向かって延びている。金属被覆５４の内縁は軸１２と同軸の円形であり、リング５２の
内壁から間隔を隔てている。水晶であることが好ましい誘電体層５６は、金属被覆５４の
側面および上面を覆っており、その電位は、ＤＣ接地金属被覆５４と接しているため、Ｄ
Ｃ接地電位である。したがって金属被覆５４および誘電体層５６は、ＤＣ接地金属壁１４
の延長部分と見なすことができる。
【手続補正２０】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３５
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３５】
　リング５２の頂面には、シリコンであることが好ましい真性半導体でできたリング５８
が取り付けられている。リング５８は、ワークピース２０の外径と金属被覆５４および誘
電体層５６の整列した内縁との間に挿入するように寸法化され、かつ、配置されている。
リング５８は、リング５８の外縁と金属被覆５４および誘電体層５６の内縁が接触し、か
つ、ワークピースがワークピース・ホルダ１６上に正しく配置された場合に、リング５８
の内縁とワークピース２０がほぼ接触するようにリング５２の上に取り付けられている。
真性半導体でできているリング５８は、金属被覆５４および誘電体層５６を備えた接地電
極の延長部分を含む、底部電極１８と接地電極２６の間を流れるＲＦ変位電流に経路を提
供しているが、リング５８の真性半導体材料は、延長部分を含む電極１８と２６の間を流
れることになるＤＣ電流に導電経路を提供していないため、金属被覆５４と電極１８もし
くはワークピース２０との間のリング５８の両端間には実質的なＤＣ電流は流れない。
【手続補正２１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３６】
　金属壁１４は、それぞれ半径方向を内側に軸１２に向かって延びた上部金属部分６０お
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よび下部金属部分６２を備えている。上部金属部分６０の内縁は、下向きに垂れ下がった
フランジ６４によってアルミニウム板４２に電気的かつ機械的に接続されており、一方、
下部金属部分６２の内縁は、金属被覆５４に電気的かつ機械的に接続されている。開口す
なわち通路４０を備えた金属リング６６は軸１２と同軸であり、導電率の大きい非磁気金
属、たとえば銅あるいはアルミニウムでできていることが好ましい。リング６６の下面は
、金属ストラップ６８によって接地に接続され、リング６６の上面は、下部金属部分６２
および金属被覆５４に接続されている。したがって金属被覆５４は、ＤＣ接地に抵抗（す
なわち導電もしくはＤＣ）接続され、壁１４の電位と実質的に同じＤＣ接地電位を維持し
ている。
【手続補正２２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００３９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００３９】
　図１に示す二極管構成は、２ＭＨｚおよび２７ＭＨｚの電力が底部電極を同時に駆動す
る従来技術による典型的な二極管構成とは異なっている。図１に示す二極管チャンバ１０
の場合、電極１８に印加される高周波２７ＭＨｚ電力のうちの実質的な割合の電力が、電
極１８と金属被覆５４が形成している接地延長部分とを含み、電極２６を含まない経路を
有している。それとは対照的に、電極１８に印加される低周波２ＭＨｚ電力のうちの実質
的な割合の電力が、電極１８と接地電極２６とを含み、金属被覆５４を含まない経路を有
している。壁１４は、２７ＭＨｚにおける壁の誘導性インピーダンスが大きいため、電極
２６への実質的な量の２７ＭＨｚ電力の到達を阻止している。壁１４の２ＭＨｚにおける
誘導性インピーダンスは、２７ＭＨｚにおける壁の誘導性インピーダンスより１桁以上小
さく、したがって２ＭＨｚ電力の壁を通した実質的な循環が存在する。電極２６と金属被
覆５４の間の壁１４の長さは、２７ＭＨｚにおける壁１４の電気的長さが概ね１波長であ
り、かつ、２ＭＨｚにおける電気的長さが波長の１／１０未満であるようになっている。
【手続補正２３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４０】
　プラズマ２２、半導体リング５８および誘電体リング５２の頂面上および外面壁上の接
地金属被覆５４を介して電極１８から接地に結合される２ＭＨｚの電力に対するチャンバ
１０の容量性インピーダンスは、同じ経路、つまりプラズマ２２、半導体リング５８およ
び金属被覆５４を通る経路を介して結合される２７ＭＨｚの電力に対する容量性インピー
ダンスより実質的に大きくなっている。リング５８は、容量分および抵抗分を有する分散
インピーダンス・コンポーネントと見なすことができる。プラズマ２２は、主として分散
抵抗と見なすことができる。プラズマ２２と閉込め領域２４の表面、すなわちワークピー
ス２０の頂面、リング３１～３４の表面、半導体円板５０の底面、誘電体層５６の頂面お
よび半導体リング５８の頂面との間にはシースが存在している。電極１８のＤＣバイアス
電圧が変化すると、シースの厚さおよびシースと結合した容量が変化する。このシースは
、主として容量分を有する分散インピーダンスと見なすことができる。したがって電力が
供給される底部電極１８から接地金属ストラップ６８へ流れるＲＦ電流は、先ず底部アセ
ンブリ１５の直ぐ上のシースの容量性インピーダンスを通って流れ、そこから抵抗性プラ
ズマ２２を通って流れる。
【手続補正２４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００４６
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【補正方法】変更
【補正の内容】
【００４６】
　図１にリング５２の頂面の金属被覆５４で示されている接地電極の延長部分は、図２で
は、水晶リング５２の頂面に結合された金属（たとえばアルミニウムもしくは銅）リング
８６で提供されている。リング８６は、水晶リング５２内の垂直方向のシリンダを貫通し
て延びた複数の金属（たとえばアルミニウムもしくは銅）ポスト８８によって励起回路７
０の接地端子に電気接続されている。ポスト８８は、リング５２の周りに数度毎に等間隔
で配置されている。ポスト８８の各々の上面は、たとえばはんだによって機械的かつ電気
的にリング８６の下面に結合されている。ポスト８８の各々の下端は、水晶リング５２の
下面の下を延びており、励起回路９０の接地端子が接続されている接地金属（たとえばア
ルミニウムもしくは銅）電気接触リング９０のシリンダの側壁と機械的かつ電気的に係合
している。したがってポスト８８およびリング９０は、図１に示すリング５２上の金属被
覆５４の側壁および金属ストラップ６８の機能と同じ機能を提供している。リング９０お
よびポスト８８は、チャンバ壁１４の水平方向に延びた金属板９２に機械的かつ電気的に
接続されている。金属板９２は、図１に示す下部壁部分６２およびリング６６の等価物で
ある。
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